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香取市介護人材確保対策事業補助金交付要綱 

令和５年３月23日 

告示第40号 

（趣旨） 

第１条　この告示は、介護に従事する人材の確保及び定着を図り、もって介護サービ

スの質の向上に資するため、介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修又は喀痰

吸引等研修の受講に要する費用を負担する介護サービス事業者等又は介護職員に

対し、予算の範囲内において香取市介護人材確保対策事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付することについて、香取市補助金等交付規則（平成18年香取市規

則第49号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１)　介護サービス事業者等　介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく指定

居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定介護予防サービス事

業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者並びに指定介護老人福祉施設、介

護老人保健施設及び介護医療院を運営する者をいう。 

(２)　介護事業所等　介護サービス事業者等が事業を行う事業所又は施設をいう。 

(３)　介護職員　介護事業所等において介護サービスに従事する職員をいう。 

(４)　介護職員初任者研修　介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第22

条の23第１項に規定する介護職員初任者研修をいう。 

(５)　介護福祉士実務者研修　社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）

第40条第２項第５号に規定する介護福祉士の受験資格を取得するために行われ

る研修をいう。 

(６)　喀痰吸引等研修　社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令

第49号）附則第４条に規定する喀痰吸引等研修の課程のうち、第１号研修及び第

２号研修をいう。 

（補助対象者） 
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第３条　補助金の交付の対象とする者（以下「補助対象者」という。）は、市内にあ

る介護事業所等を運営する介護サービス事業者等又は次条に規定する補助対象介

護職員とする。 

（補助対象介護職員） 

第４条　補助の対象とする介護職員（以下「補助対象介護職員」という。）は、補助

金の交付の申請時点において、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１)　介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修又は喀痰吸引等研修（以下「研

修」という。）を修了し、当該研修を実施する機関から当該研修を修了した旨の

証明書の交付を受けた者であって、当該研修を修了した日から１年を経過してい

ないもの 

(２)　研修を修了し、市内にある介護事業所等に介護職員として継続して３箇月以

上勤務している者 

(３)　この告示に基づく補助金又は同種の他の公的な制度による補助金、助成金そ

の他の財政的援助を受けていない者 

（補助金の交付の要件） 

第５条　補助金の交付の要件は、次の各号に掲げる補助対象者の区分に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。 

(１)　介護サービス事業者等　次のア及びイのいずれにも該当すること。 

ア　補助対象介護職員が受講する研修について、次条に規定する補助対象経費の

額に２分の１を乗じて得た額以上の額を当該介護サービス事業者等が負担し

ていること。 

イ　補助対象介護職員が受講する研修に要する費用について、他の公的な制度に

よる補助金、助成金その他の財政的援助を受けていないこと。 

(２)　補助対象介護職員　当該補助対象介護職員が受講する研修について、自らが

負担した次条に規定する補助対象経費の額があること。 

２　補助金の交付は、研修の区分ごとに同一の介護職員につき１回とする。 

（補助対象経費） 

第６条　補助の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、研修の受講料

及び当該研修において使用される教材の購入費用とする。 
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（補助金の額） 

第７条　補助金の額は、次の各号に掲げる研修の区分に応じ、当該各号に定める額を

合計した額以内の額とする。ただし、合計した額に1,000円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額以内の額とする。 

(１)　介護職員初任者研修　補助対象介護職員１人につき、補助対象経費の額に２

分の１を乗じて得た額又は５万円のいずれか低い額 

(２)　介護福祉士実務者研修　補助対象介護職員１人につき、補助対象経費の額に

２分の１を乗じて得た額又は10万円のいずれか低い額 

(３)　喀痰吸引等研修　補助対象介護職員１人につき、補助対象経費の額に２分の

１を乗じて得た額又は７万円のいずれか低い額 

（交付の申請） 

第８条　補助対象者は、補助金の交付を申請しようとするときは、市長が定める期日

までに、香取市介護人材確保対策事業補助金交付申請書（別記第１号様式）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１)　研修を実施する機関が発行する修了証明書の写し 

(２)　就業証明書（別記第２号様式） 

(３)　研修を実施する機関が発行する研修の受講料及び当該研修において使用さ

れる教材の購入費用に係る領収書の写し 

(４)　補助対象介護職員が研修を実施する機関に直接支払った研修の受講に要す

る費用について、補助対象者が当該介護職員に対して金銭の給付を行った場合は、

当該給付を確認することができる書類 

(５)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第９条　市長は、前条の申請書の提出があったときは、補助金の交付の可否を決定し、

香取市介護人材確保対策事業補助金交付（不交付）決定通知書（別記第３号様式）

により、申請者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第10条　前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

規則第12条及び第13条の規定にかかわらず、補助金の交付を請求することができる。
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この場合において、交付決定者は、香取市介護人材確保対策事業補助金交付請求書

（別記第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の経理等） 

第11条　交付決定者は、補助対象事業の実施及びその経理に関する帳簿及び証拠書類

を整備しなければならない。 

２　交付決定者は、前項に規定する帳簿及び証拠書類を、補助金の交付を受けた日の

属する年度の終了後５年間保存しておかなければならない。 

（関係帳簿等の提出） 

第12条　市長は、必要があると認めるときは、交付決定者に対して前条第１項に規定

する帳簿及び証拠書類の提出を求めることができる。 

（その他） 

第13条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附　則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附　則（令和６年３月２９日告示第８７号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附　則（令和７年３月２１日告示第５４号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。


